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は じ め に
企業にとって,市 場の需要変動に迅速に適応することの重要性は非常に高い。特 に,情 報化社
会 といわれるような今 日の目まぐるしく変化する市場環境においてはその意義がますます重みを
増 している。本稿の 目的は,企 業活動の中でも 「もの作 り」に焦点を絞 り,も の作 りの仕組み
(生産 システム)が 需要変動に適応するとは一体 どういうことなのかという問題について考察す
ることである①。
まずは,企 業活動の環境変化への適応という問題についてやや大きな視点からみてい くことに
しよう。
ス ピー ドの経済のメ リッ ト
企業が顧客に価値を届けるための 「事業の仕組み」のことを,加 護野[1999]は 「事業 システ
ム」 と呼び,現 代の産業社会における競争の焦点は,商 品か ら事業システムへ と移行 していると
主張する。事業システムは,商 品やサービスの開発の仕組み,部 品や原材料の購買の仕組み,生
(1)「 変化に適応する」 ということが企業にとって競争力の要因になるということは,あ ま りにも自明の
ことのように思われてお り,そ れ故にこの問題の意味について考えるという作業が実はそれほどなされ
ていないように思われる。
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産の仕組み,販 売 ・流通 ・物流 の仕組み,ア フターサー ビスの仕組 み等,企 業 の多様な活動 によっ
て形づ くられ る。 この事 業 システムの巧拙 を判断 する際 の基準 が,有 効 性 と効率 性であ り,企 業
はこれ らを高めてい くことが求 め られる。
同時 に,今 日の企業 が構築 している事業 システムが有効性 と効率性 を高め る上 で鍵 となる概念
の1つ が 「ス ピー ドの経済」 であ ると述べ る〔2)。ス ピー ドの経 済 とは,市 場変化 への迅速な適応
によ って競争優位が生 み出 され る論理 のこ とであ り,そ こか ら生 み出 され るメ リッ トは以下 の4
点 に集約 され るとい う。
① 顧 客価値 を向上 させ ることが できる。
② 投 資効率 を向上 させ ることが できる。
③ 売 れ残 りの ロスを向上 させ るこ とができる。
④ 商 品回転が容易で ある。
次 に簡単 な事例を紹介 しなが ら,事 業 システムがス ピー ドの経済性 を生み出す プロセ スについ
て具体 的に確認 してい く(3)。
日本 の大手 スーパーで あるイ トー ヨーカ堂 で売 られている衣料 品の初回投入時の販売価格 は,
次の よ うな構成 にな って いる。
販売価格=値 下 げ損失+ヨ ーカ堂の利益+仕 入れ価格(生 産原価)
仮に仕入れた商品が全て売れた場合,イ トー ヨーカ堂の利益は,販 売価格の50%を 占める生
産原価を引いた額であるという。 しかしながら,衣 料品はシーズン終盤になると売れ残 った商品
を値下げするなどして処分 しなければならない。 したがって,そ の値下げによる処分の損失を差
し引いた部分がイトーヨーカ堂の実際の利益になるわけである。例えば,衣 料品の中で も入園 ・
入学用め婦人スーツの生産は,生 産原価を抑えるためにコス トの安い中国や東南アジアの工場で
縫製作業を行う。その場合には,縫 製の前の工程である紡績,機 織 り,染 色の工程までさかのぼ
ると,翌 年の春物の生産計画(色 ・サイズ ・量を決定)を 前年の夏に立て,全 量を一括 して発注
しなければならない。 しか し実際には当初の計画 と半年先の実需との乖離が生 じてしまう。売れ
残 った商品に関 しては半額,時 には半額以下にまで値下げしな くてはならず,値 下げ損失の拡大
という問題が常に付きまとうのである。その値下げ損失部分を減 らすことができれば利益が増大
す るはずであるという仮説をイ トーヨーカ堂は立てた。
イ トー ヨーカ堂では,縫 製工程と染色工程の一部を日本国内に移管 し,計 画数量の半分は従来
どおり販売前 に中国で,残 り半分を発売後の売れ行きに応 じて随時国内で生産する方式に改めた。
国内の工場は中国の工場よりも生産体制が機動的であり,当 然店舗にも地理的に近いため,需 要
(2)そ の他には,い くつかの事業を組み合わせることによる 「組み合わせの経済」と,業 務の集中と外部
への委託による 「集中特化 と外部化」の論理がある。
(3)以 下の事例は,戸 田[2000](38～40ペ ージ)お よび 『日経ビジネス』(1999年6月21日 号)の 記事
を もとに筆者が再構成 したものである。
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表1イ ト「ヨーカ堂における婦人スーツ ・コスト構成比率の変化
生産コス ト比率 値下げ損失比率 同社の粗利益
旧来の全数海外生産方式 50% 20% 30%
半数海外 ・半数国内生産方式 55% 5% 40%
注:そ れぞれの 比率 は,初 回投 入時の販売価格 に対す る構成比率
出所:戸 田[2000]40ペ ージ,表2-2を 借用
に応 じた柔軟な縫製が可能 となる。 もちろん縫製 にかかるコス トは中国の方が国内よりも4割 以
上安い。 しかし,需 要に迅速に適応 し生産する方式に改めたことにより,値 下げ損失の割合が従
来の20%か ら5%へ と減少 したため,イ トーヨーカ堂が得る粗利益の割合は30%か ら40%に 上
昇 したのである(表1)。
同時に,生 産方式の即応性を向上させたことにより値下げ損失の減少の他 に次のような効果を
生み出した。それは,あ る色の婦人用スーツの売れ行きが発売後に予想以上に好調だったために,
国内の縫製会社 に急遽増産を要請 した。 もちろん縫製会社からの買入価格は従来よりも高 くなり
販売価格の7割 にまで達することもあったという。 しか し結果的には,こ の婦人スーツの売上は
当初の計画の2倍 にまで達 したのである。このことは,従 来の変化対応の弱い生産体制の時に,
いかに販売機会を損失 していたかということを如実に物語 っているといえよう。
以上の事例は,上 記のスピー ドの経済が生み出す四つのメリットの中でも特に,② 投資効率の
向上と③売れ残 りのロスの向上プロセスについて明快に説明 しているω。
1多 品種 ・多仕様化の進展 とフレキシブル生産
以上で,企 業の事業 システムが需要変動への迅速な適応力を持つことの重要性について簡単に
確認 した。繰 り返 しになるが本稿が注目するのは,事 業 システムの中でも特に生産の仕組み,す
なわち生産システムである。以下では,製 造業に属する企業の生産システムの需要変動に対する
適応力という問題に焦点を絞 り 「生産システムが需要変動に適応する」というやや荘漠とした概
念を具体的に認識可能な形に置き換えるという作業を行う。
1.生 産 システムの適応 力
現代の製造業が直面 している共通の現象(程 度の違いはあるにせよ)に ついて述べることから
始めよう。それは,フ ォー ドシステムに代表される単一の標準的な製品の大量生産から,顧 客の
要求 と嗜好への細かい対応を目的とする多様化(多 品種 ・多仕様化)さ れた製品のフレキシブ
(4)柔 軟な商品供給の仕組みの構築なしにユニ クロ(フ ァース トリテイリング社が展開するカジュアル
ウェア専門店およびブランドの名称)の 低価格戦略を表面的に模倣した㈱良品計画は,商 品の品切れに
よって2000年4月 以降,利 益が前年実績割れに陥ってしまったという(浅 羽,新 田 〔2001]94ペ ージ ・
注7)。
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ル な大 量生 産 へ の推 移 とい う現 象 で あ る(Milgrom,Roberts[1990],PineH[1993],浅沼
[1997],岡 本[1995])。 企業 にはそのよ うな現象 に呼応 す るべ くフ レキ シブル な,つ ま り需要変
動へ の適応 力を持つ生 産 システムの構築 が求 め られてい る。特 に,製 品の多様化の進展 は,生 産
システムが環 境適応能 力を持つ ことを強 く要請す る㈲。
1.1生 産サイクルの短縮
企業が製品をある一定の期間に生産する際に策定するのが生産計画である。通常,製 品の生産
を行 うには,生 産計画の策定に要する時間,資 材や部品の購買,お よび人員や設備などの事前手
配が必要 となるため,生 産計画はある程度の時間的先行性を持って策定される。生産に先立 って
生産計画を策定する際,そ の時点での需要予測値が計画の前提となる。当然,対 象となる生産計
画期間 に計画の策定時期が近いほど,つ ま り実際の製造開始に対す る先行期間(以 下,岡 本
[1995]に 倣い 「計画先行期間」 と呼ぶ)が 短いほど需要予測の精度は高 くなるため,計 画の策
定 時期 は可能な限り遅 いほ うが望 ましい。 同時に,対 象 となる生産計画期間(以 下,岡 本
[1995]に 倣い 「生産計画ロット」あるいは単に 「計画ロット」と呼ぶ)の 縮小化 も必要 となる。
例えば,1ヶ 月分の生産計画 ロッ トを策定 している場合を想定 してみよう。
製品の生産指示がなされて部品や原材料が投入され,生 産工程を経て完成品ができ上がるまで
の時間は,一 般的に生産 リー ドタイムあるいはスループットタイムなどと呼ばれる。この生産 リー
ドタイムは,実 際の加工が行われる正味作業時間と,そ の加工待ちの在庫滞留時間(部 品や仕掛
品の状態での滞留時間)お よび運搬時間か ら構成される(図1)。 ところが,実 際に生産 リー ド
タイムの中でそのほとんどを占めるのは在庫滞留時間である(6)。そのため,も し1ヶ 月分の生産
計画ロッ トを基本としている場合には,在 庫 としての停滞時間が最長で1ヶ 月を要することにな
在庫時間 加工時間 在庫時間 加工時間 在庫時間一
生産 リードタイム
図1生 産 リードタイムの概念図
(5)例 えば,佐 武[1998]は,1980年 代に トヨタ自動車の生産 システムが注 目された背景を以下のよう
に述べている。「トヨタはこの期[1973年 ～79年 一富野]に,国 内市場で販売台数は頭打ちになったと
はいえ,市 場シェアと利益率を上昇させ,ト ヨタ生産方式の競争力が内外の注目を浴びることになる。
ここに競争力とは,少 なくともトヨタ生産方式の低 コス ト構造および製品多品種化と需要変動への対応
の敏速 さの両面を指 している。(152ペ ージ)」
(6)藤 本[2001](210ペ ージ)に よれば,日 本の トップクラスの企業でも,正 味作業時間は生産 リー ド
タイム全体の200～300分 の1に 過ぎないという。阿保[1998](190ペ ージ)に は,あ る男性用下着の
製造工場では,加 工待ちをしている在庫滞留時間が生産 リー ドタイムの中で90～95%を 占めるという
指摘がある。
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図2生 産サイクルの短縮
り,結 果としてそのことは生産 リー ドタイムの長期化を促す。 したがって計画 ロットの縮小は生
産 リー ドタイムの短縮に大きく繋がるのであるω。また,大 きな計画 ロットを設定するというこ
とは,そ れだけ遠い未来の需要を前提 としていることになり,結 果 として需要予測の精度 も低下
する。
以上のように生産計画策定において重要なポイン トは,① 需要予測の精度を高め.るため計画先
行期間を短縮する,② 生産 リー ドタイムを短縮するため生産計画ロットを縮小する,と いう2点
に集約できる(岡 本[1995])。 そしてこの2点 が,生 産 システムの需要変動への適応力 という問
題に決定的な役割を果たす(図2)。 精度が高 く,同 時に頻度の高い小刻みな生産サイクルを達
成することにより,需 要変動に機敏に対応できるようになるからである。
もう少 し現実のケースに基づいてみていこう。通常,企 業はまず数 ヶ月単位(半 年か ら1年 が
多い)の 生産計画を数 ヶ月前に暫定的に策定する。一般に年間計画 とか大 日程計画などと呼ばれ
るものである。その後,大 日程計画を細分化 し,つ まり徐々に計画対象期間を短 くしていき,同
時に市場の需要状況に応 じて計画そのものの修正を行っていく。こうして最終的に数週間か ら数
日単位の生産計画(製 造 日程計画)が 数週間か ら数 日前に確定されるのである。生産計画 ロット
が小さくその確定ポイントが遅ければ遅いほど,生 産計画の修正頻度が多段階に渡 るということ
であり,そ れだけ需要動向への適応力が高まるわけである(岡 本[1995])。
1.2製 品多様化の影響
需要変動への適応に際 して,上 記2つ のポイント(① 計画先行期間を短縮する,② 生産計画ロッ
トを縮小する)が 重要であることが分かったが,こ こに 「製品の多様化」とい う現象が加わるこ
とにより,さ らに問題が複雑化する。今日の製造業を取 り巻 く環境(製 品の多様化 ・短サイクル
化)に おいて,企 業はこの問題を避けて通ることはできない。
まず製品多様化の進展に伴い,様 々な生産事前手配作業が複雑化する。多種多様な製品のオー
ダーを処理 し,生 産に必要な多様な部品の手配を行い,最 適な生産計画を策定するという作業は
長い時間を要するために,こ のことが需要予測の精度を高めるため計画先行期間を可能な限 り短
(7)も ちろん生産リー ドタイムを短縮する方法には,例 えば,機 械の作業スピー ドそのものを上昇させる,
作業者技能の向上など,多 様なアプローチが存在することは言うまでもない。
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図3生 産計画期間の短縮と段取り替え回数の増加
締すること,を 難 しくするのである。 もちろん多様化した製品の需要予測を行うという作業その
ものも容易ではなく,予 測の精度それ自体 も低下する。ただ し,こ れ らの問題に関しては,今 日
の情報処理技術の発展によってかなりの レベルで解決可能となっているのも事実である。
さらに,対 象 となる生産計画 ロッ'トの縮小という作業も製品多様化によって困難が増大する。
その大 きな要因の1つ が製造現場における 「段取 り替え」回数の増加である。生産対象となる製
品の種類が変わったとき,製 造現場(工 場)で はそれぞれの製品に応 じて金型や冶工具などの生
産設備の変更(段 取り替え)が 必要 となる。当然,段 取 り替え作業にはある程度の時間を要する。
加えて,そ の度に加工作業は中断するため,長 い段取 り替え時間は生産 リー ドタイムの長期化を
引き起こす。例えば図3の ように,あ る一定の生産計画ロット内にA・Bの2つ の製品を生産 し
ている場合を想定してみよう。なお,モ デルの単純化のため製品の生産工程は1工 程のみとして
いる。
まず生産計画ロッ トを半分に縮小 したならば,段 取 り替え回数は単純に1回 から2回 へと倍増
する。 ここで市場の多様な嗜好への対応策として新たにC・Dの2つ の製品投入がなされた とす
る。 この場合,段 取 り替え回数は6回 必要となる。 ここで重要なのは,段 取 り替え回数が増加す
るに伴 って段取 り替えに要する時間を短縮 しなければならないということである。というのも,
生産計画期間を短縮する前に要 していた段取 り替え時間のままでは,回 数の増加に正比例 して生
産 リー ドタイムが長 くなってしまうか らである。 したがって,生 産計画期間の縮小 と製品多様化
を実現するためには,段 取 り替え時間の短縮が欠かせない。 トヨタ自動車が,極 めて短い段取り
替え時間(シ ングル段取 り)の 達成によって,い わゆる小ロット生産を実現 しフレキシブルな多
品種生産 システムを構築 したことはよく知 られている(大 野[1978],門 田[1991],佐 武[1998],
藤本[1997][2001]な ど)。
2.フ レキシブル生産における購買管理
以上のように,製 品の多品種 ・多仕様化が進んだ環境の中で生産システムが需要変動に適応す
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るためには,① 計画先行期間を可能な限 り短縮 し,② 生産計画 ロットを縮小することが重要であ
ることを確認 した。端的には,生 産計画を需要変動に呼応 していかに小刻みに修正できるのかと
いう点が生産 システムの需要変動への適応力を規定する。それを可能とするためには,ま ずは上
述 したような段取 り替え時間の短縮など,製 造現場におけるフレキシブルな生産体制の構築が求
められる⑧。それと同時に,製 品の製造に必要となる部品や資材の効率的な購買体制の確立が欠
かせない。そこで次の課題は,こ こまでの考察を踏まえた上で,フ レキシブルな生産体制の中に
おける購買管理の役割と位置付けについての検討である(9)。言い換えれば,製 品在庫および仕掛
品在庫の問題から,部 品在庫の問題へと分析の焦点を移 してい く。
2.1生 産計画と購買計画の関係
通常,購 買計画は完成品の生産計画に基づいて作成 され,そ の購買計画か ら必要部品や資材の
量を把握 ・展開し,そ れらを供給する企業(サ プライヤー)に 対 して部品や資材の発注が行われ
ていく。 しかしながら,上 述 したように生産計画は需要変動に適応するために可能な限りの修正
作業が施 される。 したがって,生 産計画の変更に合わせて購買計画が柔軟に変更できればよいわ
けであり,理 想的には,当 該部品 ・資材が必要な時に,必 要量だけ確保できればよい。いわゆる
ジャス ト・イン・タイムの購買である。 しかし,こ れはそれほど容易なことではない。
というのも,企 業が資材や部品の購買を行 う場合には,発 注 してから納品されるまで,一 定の
リー ドタイムが必要 となるからである。このリー ドタイムのことを,本 稿では 「購買 リー ドタイ
ム」 と呼ぶ。それは,サ プライヤーが部品や資材を生産 し出荷を準備するのに,あ る程度の時間
を要するからに他な らない。購買する側の企業(メ ーカー)㈹ には,原 則 としてサプライヤーが
生産を準備するのに必要な リー ドタイムを確保 しつつ部品の発注を行うことが求められる。つま
り,メ ーカーは,納 期よりも先行 して,少 なくとも購買 リー ドタイム分だけ先行 して発注を行わ
なければならない。ただ し,こ の購買 リー ドタイムの長 さ如何によっては,最 終的に生産計画を
確定 した時点よりも時間的に遡った段階で暫定的に策定された生産計画に基づき部品の発注を行
うという事態が生 じる。 しか し当然,購 買計画を作成する際に基となった生産計画は,需 要動向
に対応 して徐々に修正されていく可能性があり,最 終的に購買計画との乖離という問題に直面す
る。 もしそうなれば,メ ーカーの部品在庫が増加するか,も しくは不足という事態が引き起こさ
(8)誤 解を恐れずに言えば,既 存の生産システム研究の多くは,製 造現場における変化対応能力の問題に
主に焦点が当てられてきたように思われる。例えば,小 池[1991],中 村[1996]な どを参照。
(9)「 購買管理」という用語が含む意味の範囲は幅広 くその定義は微妙である。広義には,購 買先企業の
選定から購買部品 ・資材の品質 ・納期 ・数量 ・原価管理,さ らには製品開発活動への参画に至る一連の
活動が含まれるが,本 稿では,主 として資材や部品の納期と数:量管理に関する業務活動に限定 して使用
する。購買管理についての詳細かつ包括的な説明については,水 戸[1979],鈴 木[1986],国 狭[1994],
澤田,岡 田編[1995]な どを参照されたい。
(10)こ こでいうメーカーとは,さ しあたり我々一般消費者に届けられる製品の生産についての最終的な責
任を負っている,例 えば トヨタ自動車やソニーといった企業のことを想定 している。浅沼[1997]の い
う 「中核企業」(製 品の特定の1ブ ランドあるいは1組 の複数のブランドに責任を持っている企業)の
概念 と同義である。
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れる。
少 し問題を整理 してみよう。
① 需要変動に適応 レた生産を行 うたあに,特 に多品種 ・多仕様生産においては生産計画の変
更が起 きる可能性が高い。
② しか し,購 買 リー ドタイムという時間的制約によって,生 産計画の変更に呼応するように
購買計画を変更させるのは難 しい。
③ その結果,生 産計画の変更が引き起 こす購買計画との乖離により部品や資材の余分な在庫
または不足を招く。
2.2購 買 リー ドタイムの短縮
現代の製造業における購買管理が抱える課題とは,端 的には上記の問題を解決することである
と同時に,こ の問題の解決がフレキ シブルな生産体制の構築には不可避なのである。それでは,
この問題はどのようにすれば解決できるのであろうか。結論をいえば,購 買 リー ドタイムを可能
な限 り短縮できればよい。
もちろん現実には不可能ではあるが,仮 に購買 リー ドタイムがゼロであれば,当 該部品が必要
となった時点で柔軟に発注を行うことができる。必要な時にいつでも発注を行うことができるた
め,必 要部品の量が変動 しても(つ まり購買計画を変更 しても)問 題は生 じない。 したがって,
購買 リー ドタイムを可能な限り短縮することによって,上 記の問題は解決でき,余 分な部品在庫
を持つ必要性を減少できる。つまり,ジ ャス ト・イ ン・タイムでの購買が可能 となる。
購買計画の変更に対 して購買 リー ドタイムを短縮することによって対応 し,生 産のフレキシビ
リティを保つ ことが現代の企業に求められる課題なのである。それでは,購 買 リー ドタイムの短
縮はいかにして図られるのであろうか。この問題を考察するため,次 にメーカーの購買 リー ドタ
イムの長さを規定する要因について確認する作業へと移ろう。
D購 買 リー ドタイムの規定要因
1.計 画 ・生産 ・運 送 リー ドタイ ム
メー カーの購買 リー ドタイムの長 さは通常,部 品 ・資材のサ プライヤー側 に存在 す る各 種要 因
に依 存す る。 それは基本 的に3つ に大別す ることがで きる。当該部 品の生産計画 を策定 し,生 産
準備 を行 うために必要 な時間(計 画 リー ドタイム)('1)と生産 リー ドタイ ム,そ の部品 をメーカー
の指定す る納入場所に運ぶ までの運送 リー ドタイムである。 これ ら3つ の リー ドタイム とメーカー
側 が設 定す る購買 リー ドタイム との相互関係 を描 くことによって,購 買 リー ドタイム短縮 の問題
を解 くことがで きる。図4は,ζ れ らの リー ドタイム間 の関係 を概念的 に図式化 した ものである。
(ll)こ の計画 リードタイムとは,先 述したメーカーの場合で言う計画先行期間の概念に当たる。
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(メ ー カ ー)購 買 リー ドタ イ ム
ロ 一ー 一,.===)r
l一 ・ 編1
(サプライヤ_)一 納入リー ドタイム
計 画 リー ドタ イ ム 生 産 リー ドタイ ム 運 送 リー ドタ イ ム
納入 リー ドタイム:部 品サプライヤーがメーカーか ら発注を受け,部 品を納入する
までの時間
計画 リー ドタイム:生 産計画を策定し生産準備を行うために必要な時間
生産 リー ドタイム:生 産を開始 し,実 際に完成部品ができあがるまでの時間(在 庫
滞留時間と正味加工時間の合計値)
運送 リー ドタイム:完 成部品がメーカーに届けられるまでの輸送時間
図4各 リー ドタイムの相互関係
なお,こ の図で納入 リー ドタイムとい う概念が導入 されているが,こ れ はサ プライヤーが メー カー
か ら部品の発注 を受 け取 り,そ れを納入するまでの時間を表 している。つ.まりメーカーの購買 リー
ドタイムをサ プライヤー側の視点か ら(つ ま り対岸 か ら)み た場合 の リー ドタイムであ り,両 者
(購 買 リー ドタイムと納入 リー ドタイ ム)は いわ ばコイ ンの裏表の関係 にある。
ヅ般 的には,サ プライヤーの計画 ・生産 リー ドタイム と運送 リー ドタイ ムの合計値が メーカー
の購買 リー ドタイ ムよ り遙 か に長 い場合,そ のことが購買 リー ドタイムの長期化を促 し,結 果 と
して生産 の フレキ シビ リテ ィを制限す ることになる。 しか しなが ら,現 実 には産業や企業,技 術
状況,市 場 な どのあ りようによって,こ れ らの各 リー ドタイム間の関係 は多様 に変化す る。
以下,も う少 し詳 し くみてい こう。
2.購 買 リー ドタイム の設定
2.1購 買 リー ドタイ ム=計 画 ・生産+運 送 リー ドタイム
図5は,サ プライヤーの計画 ・生産 リー ドタイムと運送 リー ドタイムの合計値 とメー カー の購
買 リー ドタイムが等 しく設 定 されて いる状況 を示 している。 この場合,サ プ ライヤー側 にと って
は好 ま しい状況 といえ る。 とい うの もメーカーか ら発注 を受 け取 ってか ら生産 計画を策定 し生産
を開始す るため,い わばサ プライヤ ーは受注生産 を行 っていると言 い換 え ることがで きる。 した
が って原則 としてサプ ライヤー は製品や部品の在庫 を持つ必要性 は生 じない。 しか し,フ レキシ
ブル な生産体制 の構築 を 目指す メー カー側 にとってみれば必ず しも良い状況 とはいえないで あろ
う。仮 に製造技術上 の制約 で生 産 リー ドタイムが長期 に及ぶ ような製 品,例 えば シ リコンウ エハ
製造工程か ら数 えれば完成 品に至 るまで約3ヶ 月 を要す る半導体 のよ うな製 品を生産 してい るサ
プライヤーを有 してい る場合,メ ー カーが図5の ような購買 リー ドタイムの設 定を行えば,購 買
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(メーカー)購 買リー ドタイム
1一'綿1
納入 リー ドタイム
計画 リー ドタイム 生産 リー ドタイム 運送 リー ドタイム
(サプライヤー)
図5購 買 リー ドタイム=計 画 ・生産+運 送 リー ドタイム
リー ドタイムは長 い時 間を要 す ることにな る。そ うなれば,結 果 と してメーカーの生産計画 の大
幅 な修正 は困難 にな り需要変動 への適応力が弱体化 す る。 も しくは,メ ー カーによ っては自分 が
部 品在庫 を抱 え ることによ り自社の生 産計画の修正 可能範囲を確保す るという選択 を採 るか もし
れない。 もちろんその際には,部 品在庫 保有 に伴 って生 じるコス トと需要変動への適応力 との間
のバ ランスを慎重 に考慮す る必 要があ ることはい うまで もない。
運送 リー ドタイムの問題 も重 要であ る。特 に今 日の製造業の ように生産 コス トの廉価 なア ジア
地 区か らの海外部 品購入 が増加 してい るような状 況 にあ って はな おさ らで ある。
2.2.購 買 リー ドタイム く計画 ・生産+運 送 リー ドタイム
ー 方,図6で は,メ ーカーが生産 の フ レキシビ リテ ィを高め るため に極 めて短 い購買 リー ドタ
イムを設定 した場合 を表 してい る。 図5と は対極 の状況 にあ るといえ る。 この状態 を極 限にまで
突 き詰め てい くと,つ ま り購買 リー ド.タイ ムを限 りな くゼ ロに近づ けてい くと,い わゆる ジャス
ト・'イン ・タイムでの購買 が実現 され ることにな る。 メー カー にとっては最 も理想 的な状態 であ
る といえ よ う。
ここで重要 な点は,購 買 リー ドタイ ムとサプライ ヤーの計画 ・生産 ・運送 リー ドタイムの合計
値 との間 の乖離期 間(リ ー ドタイ ム ・ギ ャップ)は,サ プライヤーに とって見込 み生産 の期 間に
購買 リー ドタイムぴ一　 1編1
〈 一・・一一・一 ・一一一一・・… ・見 込 み生 産 … … … … ・・一一一一 ヴ 〈一一 〉
納 入 リー ドタ イ ム
計 画 リー ドタ イ ム 生 産 リー ドタ イ ム .運 送 リー ドタ イ ム
(サ プ ライ ヤ ー)
図6購 買 リー ドタ イ ム く計画 ・生産+運 送 リー ドタイ ム
(247)生 産 システムのフレキシビリティに関する考察83
相 当す るとい うことであ るω。 したが って,サ プライ ヤーが事前 に予想す る メーカーか らの発
注見込 み数量 と実 際の発 注量 とが大幅 に乖離 した場 合,サ プ ライヤーの保有す る部 品在庫量 が増
加 する,も し くは部 品の納期が遅延す る とい う問題 が生 じる。 それ はメーカー,サ プ ライヤー双
方 に とって好 ましい状況 ではない。 この問題 が極 めて重 要であ り,メ ー カーが短 い購 買 リー ドタ
イムを設 定す る際に は,こ の点 を十分 に考慮 しなければな らない。
以上,購 買 リー ドタイムの設定 に関 して2つ のいわば対極 にある状況 を説 明 したが,現 実 に存
在 す る様 々な企業の ケー スはこの両者 間の領域の どこかに当て はまると考 えてよい。 ただ し,い
ずれの状況 にあって も,先 述 したよ うにメー カーが生産の フ レキシ ビリテ ィを高 あ るたあ には購
買 リー ドタイムを短縮す る ことが求め られ る。 ただ し,た だ単純 に購買 リー ドタイムを短 縮すれ
ば それ で よい とい う もので はな く,そ こに購買管理 の難 しさが ある㈲。 それ では,'こ こまでの
議 論を踏 まえた上で,購 買 リー ドタイム短 縮の問題 につ いて若干 の考察 を行 う。
3.購 買 リー ドタイム短縮 に向けて
図5・ 図6い ず れの状 況で あ って も,購 買 リー ドタイムを短縮 す るた め第一義 的に求め られ る
ことは,サ プライヤーの計画 ・生産 リー ドタイムと運送 リー ドタイムその ものを物理的 に縮 める
ことで ある。 それによ って,図5の ような場合で あれ ば購買 リー ドタイ ムそれ 自体 を連動 して短
縮 できる。 図6で あればサ プライヤーの見込 み生産期 間が短 くな る(リ ー ドタイムギ ャップが縮
小す る)た め部 品在 庫あ るいは納期遅延の リスクが軽減 される。 したが って,そ の分 だけ短 い購
買 リー ドタイムを設 定 して いることの優位性 が増す ため,仮 に購 買 リー ドタイムそれ 自体 の短縮
がなされなか った として も,も た らされ るメ リッ トは大 きい。 それでは どの よ うにす ればそれは
実現 でき るのであ ろうか。以下,重 要 なポイ ン トを挙 げてい こう。
3.1生 産 リー ドタイムの短 縮
サプ ライヤーの生産 リー ドタイムの短縮方法 であ るが,実 は この ことは本稿 で これまで繰 り返
し議論 して きた ことなので ある。 メーカーが生産 の フ レキ シビ リテ ィを高 めるためには,対 象生
産 計画 ロ ッ トを小 さ く設定 し生産 リー ドタイムを短縮 す ることが重要 であ った。 その論理 をその
ままサ プライ ヤー に当て はめればよい。 つま りサ プライヤーが短 い生産 サイ クルを達 成す ること
がで きれ ば,サ プライヤーの生 産 リー ドタイ ムが短縮で きる。 そのためには,段 取 り替え時間の
短 縮に代表 される製造現場 におけるフ レキ シブルな生産体制 の構築が必要 であ った。 したが って,
可能で あるな らば メー カーが サプライヤー に対 してフ レキ シブルな生産体制構 築(例 えば,1個
流 しの小 ロ ッ ト生産)の ための支援 を行 うな どの活動が求 め られる。例 えば トヨタ自動車が,有
(12)自 社 の生 産 プ ロ セ ス の 中 で,実 際 の 注 文 の 引 当 が な され る ポ イ ン トの こ とを 一 般 に は 「デ ィ カ ップ リ
ング ・ポ イ ン ト」 とい う。
(13)こ の 議 論 は,Bucklin[1965]で提 唱 さ れ た在 庫調 整 メカ ニ ズ ム に お け る有 名 な 「延 期 一投 機 」 の原理
と 同 じで あ る こと が わ か る。 メー カー 側 か らす れ ば,図5が 「投 機 型購 買 」 に あ た り,対 す る図6の 状
況 が 「延 期 型 購 買 」 に相 当 す る。
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名 な 「かん ばん方式」の導入 によ って短 い購買 リー ドタイムを可 能にで きた背景 には,長 年 にわ
たる部 品サ プライヤーへ の生産技術支援 と協力会組織 を通 じた技 術伝 播が あるとい うのはよ く知
られ てい る(佐 武[1998][2001])。 ここで は企業間関係(サ プライヤー ・システム)の あ りよ
うが重要 な鍵 を握 る可能性が高 い。
3.2サ プライヤーのリスク軽減
とはいえ,サ プライヤーの生産 リー ドタイムその ものを短縮するという作業はそれほど容易な
ことではない。例えば,半 導体や鉄鋼に代表される装置型産業の場合,技 術的な要因が大きく影
響するため製造技術の改善のみでは,そ のような産業に属するサプライヤーの生産 リー ドタイム
を短縮することは難 しい(岡 本[1995])。 また,サ プライヤーとの技術共有 ・交流そのものがあ
らゆる産業 ・企業において常に可能であるとは限らない。 メーカーとサプライヤーの生産活動を
有機的に連携するという作業はそれほど容易にできるわけではないのである。 したがって,技 術
的あるいは産業的に生産 リー ドタイムの短縮が難 しい場合には,購 買 リー ドタイムを短縮す るた
めにどのような施策が有効となるのであろうか。それは,サ プライヤーが見込み生産を行 うこと
に伴らて生 じるリスク(端 的には在庫の増加)を 軽減することである。見込み生産であっても,
メーカーの発注に対するサプライヤー側の事前の予測が正 しければ リスクは十分に軽減できる。
それによりサプライヤー も緩衝在庫を抑制することができるため生産 リー ドタイムの短縮にも繋
がる。
そのために現実に多 くの企業において実行されているのが,、完成品の需要動向 ・需要予測に関
する情報をメーカーとサプライヤー双方で可能な限 り共有するという取 り組みである。言い換え
れば,な るべ く早期の段階から,サ プライヤーに対 して事前発注情報を流すことによって在庫 リ
スクの軽減を目指すのである。「情報が在庫に切り替わる」 という方針のもとに,需 要動向 ・需
要予測の情報共有によってサプライヤーの在庫 リスクを抑制 した例として,米 国のデル ・コンピュー
タの取 り組みが最近では特に有名である(Fine[1998],Dell,Catherine[1999],戸 田[2000])。
同時に極あて重要な点が,事 前にメーカーか らサプライヤーに提供される情報の信愚性である。
信属性 に大きく関わる要因は,1つ にはメーカーの需要予測の確かさにある。 この需要予測に影
響を与える要因には,当 該企業が属する産業特性,生 産する製品特性,販 売チャネル等,様 々な
ものが考え られる。
ここまで,現 代の企業を取 り巻 く市場環境 においては需要動向を予測するという作業が困難で
あるからこそ,生 産計画を多頻度で修正するという作業が必要であり,そ れを可能とするために
購買 リー ドタイムの窺縮が必要となるというプロセスを経て議論を展開してきた。それ と同時に,
需要予測の精度が高まるにつれて生産計画の修正頻度は減少する。つまり,購 買 リー ドタイムの
短縮と需要予測の精度向上という2つ の問題は相互前提関係にある。 ここに購買管理の問題の難
しさが集約 されているといえる。需要予測の困難を解決 したいがためにメーカーは可能な限り生
産計画を修正 したいのだが,そ れを限りなく突き詰め購買 リー ドタイムを短縮 していった場合,
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必ず サプライヤー側 への リス ク転化 とい う問題が生 じるか らである。 この トレー ドオ フのバ ラン
スを いか に して図 るのか とい う点が重要であ り,同 時 にここに企業 の需 要変動 への適応の巧拙を
見出す ことが でき るともいえ る。 この ことは極めて 自明の論理 なのだが,需 要変動への適 応 とい
う問題 を語 る ときには重要 なポイ ン トであ る。
3.3運 送 リー ドタイム の短縮
生産 リー ドタイムと同時 に,運 送 リー ドタイムをいか に して短縮す るのか とい う問題 も極めて
重要であ る。 これ は,輸 送手段 や倉庫機能 に関す るロジス ティクス(物 流)効 率 をいかに高めて
い くのか とい う問題 と深 く関係 している。例 えば,図6の ように購買 リー ドタイムを設定 し,部
品サ プライ ヤーの運送途 中の時点 で発注 を行 う場合 には,中 間部品倉庫(配 送 セ ンター)を 持つ
べきか どうか とい う問題が浮上す る。 しか し,フ レキ シブル生 産 にお けるロ ジステ ィクス機能 と
その実 態について既存研究 ではあま り明 らか にな っていない。 この領域 にお ける今後 の研究 の一
層 の充 実が必要で あろう(14)。
お わ り に
本稿では,ま ず企業の事業システムが需要変動に適応することの重要性について確認 し,事 業
システムの中でも,「生産 システムが需要変動 に適応す る」 という行為を,生 産計画作成の問題
を軸にして具体的に認識可能な概念へと置き換える作業を行 った。そこでは,① 生産計画先行期
間を可能な限り短縮 し,② 対象生産計画ロットを縮小するという2つ のポイン トが需要変動への
適応力(即 応力)を 規定する重要な要素を成 していた。
上記2つ の要素の中でも対象生産計画ロッ トを縮小するためには,ま ず製造現場において生産
効率を高める取 り組みが必要 となる。それと同時に資材や部品の効率的な購買管理体制の構築が
欠かせない。その際に重要な鍵を握 るのが,部 品の購買には一定のリー ドタイム(購 買リー ドタ
イム)が 必要となるという点であった。 このことは,極 めて当たり前のことであるのだが,既 存
の研究では不思議なことにそれほど注意が払われてこなかった側面である。例えば,ト ヨタ自動
車が考案したメーカーとサプライヤーの生産同期化を行 うことを意図 した有名な 「かんばん方式」
について注目する研究は数多い。 しかしながら,そ の多 くはいわゆる 「後工程引っ張 り」 という
発想それ自体への注目に傾倒 している傾向が強 く,そ の背後にあるメーカー ・サプライヤー双方
の生産の時間的調整プロセスにはあまり関心が払われてこなかったように思われる。
フレキシブルな生産体制の中で効率的な購買を実現するには購買 リー ドタイムの問題が重要に
なり,同 時にフレキシビリティを高めるためにはこの購買 リー ドタイムの短縮が必要 となる。そ
(14)こ の 問 題 に 関 す る先 行 研 究 と して は,例 え ば,宮 下[2001]が 国 際 的 な 視 点 か ら 日本 企 業 の 物 流 業 の
競 争 優 位 性 に つ い て 体 系 的 に 論 じ て い る。 そ の 他 に も,杉 田[1998][1999],加藤[2000],藤 本
[2001]な どを 参 照 され た い。
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こで本稿 で は,購 買 リー ドタイムの長 さに影響を与 え る要 素(サ プライヤーの計画 ・生産 ・運送
リー ドタイム)に ついて検討 し,そ れ らと購買 リー ドタイムとの相 互関係を描 くとい う作業を行 っ
た。各 リー ドタイムの あ りよ うが複 雑 に交叉す る状況を,具 体的な企業 のケース ・スタデ ィを通
じて解 きほ ぐしなが ら,購 買 リー ドタイ ム短縮の問題 につ いて敷宿 し分析 してい くとい う作業 は,
稿 を改 めて行 っていきたい。
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